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地方公営企業の抜本改革等の取組状況

１ 対象、調査時点

○調査対象事業：地方公営企業決算状況調査の対象となる事業

○調 査 時 点：平成２３年４月１日現在

２ 調査結果

今回の調査結果は、以下のとおりです。

※ 本調査においては団体区分を以下のとおりとしています。

都道府県等：都道府県及び都道府県が加入する企業団・一部事務組合

政令市等：政令指定都市及び政令指定都市が加入する企業団・一部事務組合

市町村等：市区町村（政令市を除く。以下同じ ）及び市区町村が加入する企業団・一部事務組合。

（１）経営計画の策定状況

地方公営企業において 「公営企業の経営に当たっての留意事項について（平成２１年７月８日、

付け総務省自治財政局公営企業課長等通知 （以下「留意事項通知」という ）を踏まえ、経営健）」 。

全化の基本方針及び収支見込み等を記載した経営計画を策定している会計は ７ ４４７会計 都、 ， （

道府県等３２９会計 政令市等１７２会計 市町村等６ ９４６会計 のうち３ ６０３会計 都、 、 ， ） ， （

道府県等２０３会計 政令市等１０１会計 市町村等３ ２９９会計 で 全体の４８ ４％ 都、 、 ， ） 、 ． （

道府県等６１．７％、政令市等５８．７％、市町村等４７．５％）となっています。

経営計画の策定状況

※「策定会計」には策定準備中の会計を含む。
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（２）情報提供の実施状況

地方公営企業において、経営目標や経営内容等を住民が容易に理解しうる情報提供を行ってい

、 ， ， （ 、 、る会計は ７ ４４７会計のうち２ ７３２会計 都道府県等２１５会計 政令市等１１５会計

， ） 、 ． （ ． 、 ． 、市町村等２ ４０２会計 で 全体の３６ ７％ 都道府県等６５ ３％ 政令市等６６ ９％

市町村等３４．６％）となっています。

情報提供の実施状況

※「実施会計」には実施準備中の会計を含む。

実施会計
２，７３２会計

36.7%

検討中
２，０３８会計

27.4%

未検討
２，６７７会計

35.9%
都道府県・
政令市・

市区町村
７，４４７会計



- 3 -

（３）民営化・民間譲渡の実施状況

平成２３年４月１日に民営化・民間譲渡した事業数は１７事業であり、介護サービス事業（８

事業 、病院事業（３事業 、市場事業（２事業 、ガス事業、と畜場事業、宅地造成事業、駐車場） ） ）

事業（各１事業）となっています。

また、過去５年間（平成１９年度以降）の地方公営企業における民営化・民間譲渡の実施事業

総数は１２０事業（都道府県・政令市等１９事業、市町村等１０１事業）となっています。

なお、このほかに民営化・民間譲渡の実施を準備している事業は４２事業（都道府県・政令市

等７事業、市町村等３５事業）となっています。
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前年度調査以降に民間譲渡を実施した主な事例は、以下のとおりです。

団体名 事業名 譲渡規模 実施時期 譲渡価格 財政節減効果

鳥取県 宅地造成事業 一部 平成23年4月 約1億2,000万円 約3,537万円

名古屋市 病院事業 一部 平成23年4月 約15億8,516万円 約9億6,848万円

長崎県西海市 病院事業 全部 平成23年4月 無償 約1億6,900万円

全部 平成23年4月 無償 約1億274万円鹿児島県徳之島町 介護サービス事業

（注）譲渡に伴う財政節減効果は、費用（名古屋市（病院事業）については経常収支）を平年度化した場

合の単年度平均概算額
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（４）指定管理者制度の導入状況

平成２２年４月２日以降に指定管理者制度を導入した事業数は４１事業であり 駐車場事業 １、 （

１事業 、観光施設事業・その他事業、介護サービス事業（各１０事業 、市場事業（４事業 、病） ） ）

院事業（３事業 、下水道事業（２事業 、港湾整備事業（１事業）となっています。） ）

また、調査時点における公の施設の指定管理者制度の導入事業数は６５９事業（都道府県・政

令市等９８事業、市町村等５６１事業）となっています。

なお、このほかに導入を検討している事業数は１９８事業（都道府県・政令市等２９事業、市

町村等１６９事業）となっています。

指定管理者制度を導入している事業のうち、代行制（料金を地方公営企業が収入として収受す

るもの）のものは２９５事業（都道府県・政令市等６２事業、市町村等２３３事業 、利用料金制）

（料金を指定管理者が収入として収受するもの）のものは３９８事業（都道府県・政令市等４８

事業、市町村等３５０事業）となっています。

なお、１つの事業の中で代行制と利用料金制の両方を取っている事例が３４事業（都道府県・

政令市等１２事業、市町村等２２事業）あるため 「指定管理者の導入状況」と「導入された指定、

管理者制度の類型」の事業数は一致しません。
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指定管理者制度を導入している主な事業は、介護サービス事業（１９０事業 、観光施設事業・）

その他事業（１４２事業 、駐車場事業（１４２事業）となっています。）

前年度調査以降に指定管理者制度を導入した主な事例は、以下のとおりです。

団体名 事業名 導入時期 指定管理者の 指定 財政節減効果代行制、利用

性格 期間料金制の別

北海道函館市 平成23年4月 利用料金制 第三セクター 5年 約751万円港湾整備事業

（ふ頭コンテナヤード

施設管理業務）

北海道夕張市 市場事業 平成23年4月 利用料金制 民間事業者 5年 約172万円

大阪府阪南市 病院事業 平成23年4月 利用料金制 社会福祉法人 15年 約3億1,294万円

岡山県真庭市 平成23年4月 利用料金制 第三セクター 5年 約606万円観光施設事業

長崎県対馬市 平成23年4月 利用料金制 社会福祉法人 5年 約3,594万円介護サービス事業

（注）導入に伴う財政節減効果は、費用を平年度化した場合の単年度平均概算額
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（５）ＰＦＩ（民間資金等活用事業）の導入状況

平成２３年４月１日におけるＰＦＩ事業（民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進

に関する法律に基づいた公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術

的能力を活用して行う事業）の導入事業数は４５事業（都道府県・政令市等２４事業、市町村等

２１事業 、導入を検討している事業数は３７事業（都道府県・政令市等６事業、市町村等３１事）

業）となっています。
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PFIを導入している主な事業は 下水道事業 １６事業 病院事業 １３事業 水道事業 ６、 （ ）、 （ ）、 （

事業）となっています。

前年度調査以降にＰＦＩを導入した主な事例は、以下のとおりです。

団体名 事業名 導入時期 事業方式 財政節減効果

長崎県長崎市 病院事業 平成22年12月 ＢＴＯ 約7億3,615万円

（注）導入に伴う財政節減効果は、費用を平年度化した場合の単年度平均概算額
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（６）公営企業型地方独立行政法人制度の導入状況

地方独立行政法人法に基づいて設立された公営企業型地方独立行政法人は調査時点において２

９法人となっています。なお、公営企業型地方独立行政法人の導入を検討している事業は６９事

業（都道府県・政令市等１４事業、市町村等５５事業）となっています。

前年度調査以降に公営企業型地方独立行政法人を導入した事例は以下のとおりです。

団体名 導入時期 事業名 形態

宮城県 平成23年4月 病院事業 一般地方独立行政法人

山口県 平成23年4月 病院事業 一般地方独立行政法人

京都市 平成23年4月 病院事業 一般地方独立行政法人

千葉県東金市、九十九里町 平成22年10月 病院事業 一般地方独立行政法人

大阪府泉佐野市 平成23年4月 病院事業 一般地方独立行政法人

兵庫県加古川市 平成23年4月 病院事業 一般地方独立行政法人

福岡県筑後市 平成23年4月 病院事業 一般地方独立行政法人

福岡県川崎町 平成23年4月 病院事業 一般地方独立行政法人

検討中の主な事業は、病院事業（６３事業 、水道事業（３事業）となっています。）

地方独立行政法人化を検討している事業

病院 ６３
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（７）その他の経営基盤強化への取組状況

上記以外の経営基盤強化への取組状況について、平成１９年度以降に、地方公営企業法の全部

の規定の適用（全部適用）を実施した事業は２２５事業（都道府県・政令市等１３事業、市町村

等２１２事業 、地方公営企業法の一部の規定の適用（財務適用）を実施した事業は４５事業（都）

道府県・政令市等２事業、市町村等４３事業 、企業団等の設置などによる共同処理方式の導入な）

ど、広域化等の実施を行っている事業は４９事業（都道府県・政令市等１０事業、市町村等３９

事業 、土地の貸付など資産の有効活用を行っている事業は１８９事業（都道府県・政令市等７４）

事業、市町村等１１５事業）となっています。

※用語の解説

民営化：政府部門の出資により設立された法人に事務・事業を引き継がせ、政府部門の出資分を民間に譲渡◇

すること

民間譲渡：事務・事業を民間事業者に譲渡すること◇

◇指定管理者制度：公の施設の管理運営を民間事業者等に対して包括的に外部委託する制度

◇ＰＦＩ：民間の資金やノウハウを活用して公共施設の建設・維持管理及び運営を行わせる制度

◇ＢＴＯ：民間事業者が施設等を建設し、施設完成直後に公共施設等の管理者等に所有権を移転し、民間事業

者が維持・管理及び運営を行う事業方式

◇地方独立行政法人：地方公共団体が自ら実施する必要のないもののうち、民間では必ずしも実施されないお

それがあるものを効率的に行わせるために地方公共団体が設立する法人


